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 防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定に基づき

報告します。 

原子力事業所の名称
及 び 場 所 

女川原子力発電所 

宮城県牡鹿郡女川町塚浜字前田１番 

防災訓練実施年月日 ２０２５年１月２４日 
２０２４年２月１日 

～２０２５年３月３１日 

防災訓練のために 
想定した原子力災害
の 概 要 

自然災害（地震）を起因とした原子炉自
動停止、使用済燃料プールの冷却材喪失、
残留熱除去機能の喪失、原子炉注水機能
の喪失等により、原子力災害対策特別
措置法第１０条事象および第１５条事象
に至る原子力災害を想定 

シビアアクシデント事象による原子力
災害を想定 

防 災 訓 練 の 項 目 緊急時演習（総合訓練） 要素訓練 

防 災 訓 練 の 内 容 

【女川原子力発電所】 

(1) 発電所対策本部訓練 

(2) 通報訓練 

(3) 避難誘導訓練 

(4) 緊急時対策所参集訓練 

(5) 発電所設備の応急・復旧対策訓練 

(6) アクシデントマネジメント訓練 

(7) モニタリング訓練 

(8) 広報活動訓練 

(9) オフサイトセンター活動訓練 

(10) 重大事故等対応訓練 

(11) 大容量電源装置起動訓練 

(12) リエゾン派遣訓練 

 

【本店】 

(1) 発電所－本店原子力班－本店対策

本部間の情報連携訓練 

(2) 国－事業者間の情報連携訓練 

(3) プレス対応訓練 

(4) 事業者間協力協定対応訓練 

【女川原子力発電所】 

(1) 原子力災害医療訓練 

(2) モニタリング訓練 

(3) その他必要と認められる訓練 

a.電源機能等喪失時対応訓練 

b.緊急事態支援組織対応訓練 

c.緊急時対応訓練 

 

【本店】  

(1)災害対策支援拠点対応訓練 

 

防災訓練の結果の 
概 要 

別紙１のとおり 別紙２のとおり 

今後の原子力災害 
対策に向けた改善点 

別紙１のとおり 別紙２のとおり 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別紙１ 

 

防災訓練の結果の概要（緊急時演習（総合訓練）） 

 

１．防災訓練の目的 

本訓練は、「女川原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第８節」に基づき実施

したものである。 

残留熱除去機能や原子炉注水機能の喪失により、原子力災害対策特別措置法（以下、「原

災法」という。）第１０条事象および第１５条事象に至る原子力災害を想定した訓練により、   

緊急時対応能力を習熟させるとともに、課題抽出を行い、更なる実効性向上を図ることを  

目的とした。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０２５年１月２４日（金）１３：１０～１６：２０ 

（２）対象施設 

女川原子力発電所 １、２、３号機 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１ 他事業者が原子力規制庁緊急時対応センター（以下、「ＥＲＣ」という。）プラント班を模擬 

※２ 情報連絡した箇所は宮城支店、山形支店、岩手支店、東北電力ネットワーク㈱宮城支社 

（注）破線部はダミー 

支援 

情報連絡 

女川原子力発電所 

 

発電所対策本部 

 

各班員 

 

指示 報告 

 原子力規制庁緊急時対応 

センター（ＥＲＣ）※１ 

本店 

東北電力ネットワーク㈱ 本社 

通報連絡 

社 外 

関係箇所 
通報連絡 

派遣 

 

原子力班 他各班 

報告 指示 

通報連絡 

 

オフサイトセンター 

派遣 

情報連絡 

東京支社 

東北電力ネットワーク㈱ 東京事務所 

各支店※２ 

東北電力ネットワーク㈱ 各支社※２ 

本店対策本部 

(原子力施設事態即応ｾﾝﾀｰ) 
 

通報連絡 

女川町 

石巻市 

派遣 

情報連絡 
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（２）評価体制 

発電所（対策本部、現場）および本店対策本部に複数の評価者（当社社員、他事業者）を 

配置し、評価者による評価および反省会等を通じて、良好事例および改善事項の抽出を行っ

た。 

 

（３）参加人数：５４０名 

〈内訳〉 

・プレーヤー（訓練参加者）：４８４名 

女川原子力発電所：９２名 

本店（各支店、東京支社含む）、東北電力ネットワーク㈱ 本社（各支社、東京事務所

含む）：３９２名 

・コントローラ（訓練進行管理者）、評価者：５６名 

女川原子力発電所：３５名 

本店（各支店、東京支社含む）、東北電力ネットワーク㈱ 本社（各支社、東京事務所

含む）：２１名 

 

（４）訓練視察等 

発電所および本店へ社外評価者および社外視察者の受入れを以下のとおり実施した。 

 

ａ．女川原子力発電所：１０名 

  訓練評価者：東京電力ホールディングス２名、関西電力２名、電源開発１名 

  訓練視察者：関西電力１名、中国電力２名、日本原燃２名 

 

ｂ．本店：１３名 

訓練評価者：東京電力ホールディングス１名、関西電力２名、電源開発２名 

訓練視察者：中国電力２名、日本原燃１名、電源開発３名 

模擬ＥＲＣプラント班：東京電力ホールディングス１名、中部電力１名 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

定格熱出力一定運転中の女川原子力発電所２号機（新規制基準適合プラント）において、

自然災害を起因とした原子炉自動停止、使用済燃料プールの冷却材喪失、残留熱除去機能の喪

失、原子炉注水機能の喪失等により、原災法第１０条事象および第１５条事象に至る原子力

災害を想定した。また、定期事業者検査中の女川原子力発電所３号機（新規制基準未適合プラ

ント）において、自然災害（地震）を起因とした使用済燃料プールの冷却材喪失により原災

法第１０条事象に至る原子力災害を想定した。 

詳細は以下のとおり。 

 

時刻 

シナリオ 

１号機 

（廃止措置中）※１ 

２号機 

（定格熱出力一定運転中）※１ 

３号機 

（定期事業者検査中）※１ 

 牡鹿幹線１号、松島幹線１号 点検中※１ 

１３：１０ 
･石巻市、女川町震度５強の地震発生 

 ・２号機原子炉自動停止  

１３：２０ 
  ・管理区域にて汚染を伴う

傷病者発生（１名） 

１３：３０ 

･石巻市、女川町震度６弱の地震発生【警戒事象】※２ 

塚浜支線喪失 

・燃料プール冷却浄化系ポンプ

（Ｂ）停止 

・復水移送ポンプ（Ｂ）停止 

・使用済燃料プールスロッシング 

・低圧代替注水系（復水移送ポンプ（Ａ））   

起動 

・低圧代替注水系（直流駆動低圧注水ポンプ、

復水移送ポンプ（Ｂ、Ｃ）、ろ過水ポンプ）

停止 

・ガスタービン発電機（Ａ、Ｂ）起動 

・燃料プール冷却浄化系ポンプ（Ａ、Ｂ）停止 

・使用済燃料プール水位低下開始（プールゲー

ト破損による漏えい） 

・燃料プール浄化系ポンプ

（Ａ）停止 

・復水移送ポンプ（Ａ）停止 

・使用済燃料プール水位低下

開始（プールゲート破損に

よる漏えい） 

１３：３５  ・燃料プール補給水系ポンプ停止  

１３：４２ 
 ・使用済燃料プール水位有効燃料頂部＋６ｍ 

到達 

 

１３：４５ 

 ・起動変圧器故障 

・外部電源喪失 

・常用給水系停止 

・原子炉隔離時冷却系ポンプ起動 

・非常用ディーゼル発電機（Ａ、Ｂ、Ｈ）起動 

・燃料プールウェルシール 

漏えい大警報発生 

１３：５０ 
 ・残留熱除去系ポンプ（Ａ、Ｂ）起動 

 （サプレッションプール冷却モード） 

 

１３：５５ 
・燃料プール冷却浄化系ポンプ

（Ｂ）再起動 

  

１４：００ 
・復水移送ポンプ（Ｂ）再起動 ・残留熱除去系ポンプおよび復水移送ポンプ 

からの燃料プール注水失敗 

・燃料プール補給水系ポンプ

停止 

１４：１２ 
 ・原子炉隔離時冷却系ポンプ停止 

・高圧炉心スプレイ系ポンプ起動 

 

１４：２０ 

 ・原子炉補機冷却水系ポンプ（Ａ、Ｃ）停止 

・原子炉補機冷却海水系ポンプ（Ａ、Ｃ）停止 

・非常用ディーゼル発電機（Ａ）停止 

・低圧炉心スプレイ系ポンプ停止 

・残留熱除去系ポンプ（Ａ）停止 

・低圧代替注水系（復水移送ポンプ（Ａ）停止） 

・代替循環冷却系停止 
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時刻 

シナリオ 

１号機 

（廃止措置中）※１ 

２号機 

（定格熱出力一定運転中）※１ 

３号機 

（定期事業者検査中）※１ 

・使用済燃料プール水位有効燃料頂部＋４ｍ 

到達 

【原災法第１０条事象】※２ 

１４：２６ 

 ・ガスタービン発電機によりＣ母線受電 

・低圧代替注水系（復水移送ポンプ（Ａ））   

再起動 

 

１４：４０ 

・石巻市、女川町震度５弱の地震発生 

 ・高圧代替注水系停止 

・高圧炉心スプレイ系ポンプ停止 

・非常用ディーゼル発電機（Ｈ）停止 

・残留熱除去系ポンプ（Ｃ）起動 

・高圧炉心スプレイ系補機冷却海水系ポンプ

停止 

・高圧炉心スプレイ系補機冷却水系ポンプ 

停止 

・使用済燃料プール水位低下停止 

・サイフォンによる漏えい 

発生 

１４：４２  ・急速減圧開始  

１４：４５ 
 ・高圧窒素ガス供給系不具合による急速減圧 

失敗 

 

１５：１０ 
  ・使用済燃料プール水位燃料

有効頂部＋４ｍ到達 

１５：２０  ・代替高圧窒素ガス供給系による急速減圧再開  

１５：３０ 

 ・原子炉補機冷却海水系ポンプ（Ｂ、Ｄ）停止 

・原子炉補機冷却水系ポンプ（Ｂ、Ｄ）停止 

・非常用ディーゼル発電機（Ｂ）停止 

・残留熱除去系ポンプ（Ｂ、Ｃ）停止 

【原災法第１５条事象】※２ 

 

１５：３２  ・ガスタービン発電機によりＤ母線受電  

１３：３５ 
 ・低圧代替注水系（復水移送ポンプ（Ａ））に

よる原子炉注水 

 

１５：３６  ・原子炉水位燃料有効頂部に到達  

１５：４５ 
  ・サイフォンによる漏えい 

隔離完了 

１６：００ 
  ・使用済燃料プール燃料水位

有効燃料頂部＋２ｍ到達 

１６：０５ 
  ・代替注水車により使用済 

燃料プールへ注水開始 

１６：２０ 訓練終了 

※１ 訓練開始時の付与情報 

※２ 最初に発生した警戒事象、原災法第１０条事象および第１５条事象のみ記載 
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５．防災訓練の項目 

緊急時演習（総合訓練） 

 

６．防災訓練の内容 

（１）訓練方法 

訓練は、プレーヤーへ訓練シナリオを事前に通知しない「シナリオ非提示型」により実施した。

また、コントローラは、訓練中にプレーヤーへ資料配付や電話連絡等、シナリオ進行に必

要な状況付与を行った。 

 

（２）訓練項目 

【発電所】 

ａ．発電所対策本部訓練 

ｂ．通報訓練 

ｃ．避難誘導訓練 

ｄ．緊急時対策所参集訓練 

ｅ．発電所設備の応急・復旧対策訓練 

ｆ．アクシデントマネジメント訓練 

ｇ．モニタリング訓練 

ｈ．広報活動訓練 

ｉ．オフサイトセンター活動訓練 

ｊ．重大事故等対応訓練 

ｋ．大容量電源装置起動訓練 

ｌ．リエゾン派遣訓練 

 

【本店】 

ａ．発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 

ｂ．国－事業者間の情報連携訓練 

ｃ．プレス対応訓練 

ｄ．事業者間協力協定対応訓練 

 

（３）主な検証事項 

【発電所】 

ａ．対応能力向上のために以下の場面を設定し、各場面における発電所対策本部要員の対応

を確認する。 

（ａ）２号機使用済燃料プール水位の異常低下と使用済燃料プール放射線モニタ故障が重畳

する状況を設定 

（ｂ）２号機使用済燃料プール水位が異常低下し、水位維持ができない状況を設定 

（ｃ）熱交換器ユニット等の車両配置を考慮し、大型化学高所放水車の配置箇所を検討する

状況を設定 

（ｄ）３号機使用済燃料プール水位の報告時にＥＡＬ※１の誤りがある状況を設定 

（ｅ）除熱系統が１系統のみであり、かつ除熱状況が不安定な兆候を示す事象の設定 

（ｆ）急速減圧実施中に逃し安全弁の動作に必要な作動用窒素圧力が低下する状況を設定 
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【本店】 

ｂ．１０条確認会議および１５条認定会議における、１０条確認会議および１５条認定会議

対応者（以下、「会議対応者」という。）の以下の対応を確認する。 

（ａ）最悪の事象を想定した事象進展予測の説明について 

（ｂ）１０条確認会議および１５条認定会議の準備について 

 

【発電所・本店共通】 

ｃ．２０２３年度緊急時演習で抽出された課題に対する対策の有効性を確認する。 

 

※１ 緊急時活動レベル（Emergency Action Level）の略。原子力施設において異常事象

が発生した際、緊急事態を判断する基準。 

 

  



 

7 

７．防災訓練の結果の概要および評価 

【発電所】 

（１）発電所対策本部訓練 

[結 果] 

・発電所対策本部にて事象の把握および判断に必要な情報が発電所対策本部長へ迅速かつ正確

に報告されるとともに、事象の進展予測を踏まえた事故拡大防止策等を決定できた。 

・発電所対策本部は、２号機使用済燃料プール水位低下および水位維持不可のため、発電所対

策本部で大規模損壊を判断するとともに、消防車隊に対して大型化学高所放水車および化学

消防自動車を使用した使用済燃料プールへの送水を指示した。 

・発電所対策本部は、消防車隊（現場要員）から化学消防自動車（保管場所：第３保管エリア）

の警報発報および接続金具への消防ホース（片系）の接続不可に関する報告を受け、化学消

防自動車（保管場所：第４保管エリア）の準備および接続金具（保管場所：第１保管エリア）

の移送を指示した。 

・今回の訓練から運用を開始したチャットシステムの使用方法について、リエゾン派遣要員を

対象に勉強会を実施したことで、自治体へプラント状況の説明が適切に実施できた。 

・緊急時対策支援システム（以下、「ＥＲＳＳ」という。）では同時に１種類の画面しか表示す

ることができないため、各機能班は事象進展に応じ、必要なプラントパラメータを監視でき

ない場面が確認された。（詳細は、１０．（１）ａ．参照） 

・初発の原災法第１０条該当の判断に時間を要した。（詳細は、１０．（１）．ｃ．参照） 

・技術班は、発電所対策本部内で事象進展予測結果を都度発話していたものの、ＣＯＰ３※１の

更新頻度が例年と比較して低かった。（詳細は、１０．（２）ａ．参照） 

・緊急時対策所において、追加で配置した資機材（ホワイトボード等）が有効に活用されず、

対応状況（現場要員、可搬型設備の配置等）の把握がし難くなるおそれがあった。（詳細は、

１０．（２）ｂ．参照） 

[評 価] 

・発電所対策本部にて事象の把握およびＥＡＬ判断に必要な情報が発電所対策本部長へ報告さ

れるとともに、事象の進展予測を踏まえた事故拡大防止策等を決定し、これら情報を本店と

共有できたことから、原子力災害に対する活動が定着していると評価する。 

・各機能班が事象進展に応じたプラントパラメータを監視できない場面があったこと、また、

初発の原災法第１０条該当の判断に時間を要したことから、改善が必要であると評価する。 

・技術班は例年と比較してＣＯＰ３の更新頻度が低かったため、更なる改善が必要であると評

価する。 

・発電所対策本部は、大規模損壊を判断し、現場を含めた可搬型設備を活用することで事故収

束対応を実施できること、オフサイトを意識した情報発信を実施できたこと、２０２３年度

訓練反省事項について改善が図られたことから、本部運営に係る対応能力の向上が図られた

と評価する。 

 

※１ 共通状況図（Common Operational Picture）の略。ＣＯＰは記載する情報の内容に

よって以下の３つに分類する。 

ＣＯＰ１：プラント系統概要図 

安全上重要な機能（止める、冷やす、閉じ込める、電源）に係る主要設備

に関する情報を図にまとめたもの 
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   ＣＯＰ２：設備状況シート 

発電所の復旧方針に係る情報をまとめたもの 

   ＣＯＰ３：事故対応戦略方針シート 

炉心が損傷するまでの予測時間や原子炉格納容器圧力の上昇予測等、 

緊急時に特に重要となる情報をまとめ、発電所の対応方針を示したもの 

 

（２）通報訓練 

[結 果] 

・情報班は、警戒事象、原災法第１０条事象等の発生に際し、発生時間、特定事象の概要、その

他特定事象の把握に参考となる情報を目標時間内に原子力規制庁、その他社外関係機関（模

擬）へ通報連絡できた。 

・通報文に記載するＥＡＬの発生時刻に誤りがあり、訓練中に訂正報が発信されなかった。（詳

細は、１０．（１）ｂ．参照） 

[評 価] 

・情報班は、事象進展に伴う事故および被害状況等を把握し、警戒事象、原災法第１０条事象

等の通報連絡ができたことから、通報連絡に係る対応が定着していると評価する。 

・通報文に記載するＥＡＬの発生時刻について、当該ＥＡＬを判断した時刻ではなく、当該Ｅ

ＡＬに到達した時刻を誤って記載していた通報文が一部確認されたから、改善が必要である

と評価する。 

 

＜警戒事象、原災法第１０条事象および第１５条事象通報（第一報）の実績＞ 

号機 通報内容 発生時刻※２ 送信時刻※３ 所要時間 目標時間 

２号機 警戒事象 １３：３０ １３：４２ １２分 ３０分以内 

２号機 原災法第１０条事象 １４：２０※４ １４：３２ １２分 １５分以内 

２号機 原災法第１５条事象 １５：３４ １５：４１ ７分 １５分以内 

※２ 発電所対策本部長判断時刻 

※３ ＦＡＸ送信完了時刻 

※４ 発電所対策本部長判断時刻は１４時２７分であったが、原災法第１０条事象（第一

報）の通報文には、当該ＥＡＬに到達した時刻１４時２０分を誤って記載 

 

（３）避難誘導訓練 

[結 果] 

・原災法第１０条事象（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失）の発生による第１緊急体制の発令

に伴い、避難誘導活動に関する手順書に基づき、避難誘導員を各集合場所および避難場所へ

配置し、構内協力企業の従業員に対して構内の避難場所へ誘導した。 

[評 価] 

・総務班は、避難誘導活動に関する手順書に基づき、構内道路状況および建物被害状況に応じた避

難ルートを指示し、構内避難場所まで円滑に避難できたことから、避難誘導に係る対応が定

着していると評価する。 
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（４）緊急時対策所参集訓練 

[結 果] 

・地震発生により、発電所対策本部の要員が目標時間（目標時間：５分、実績：３分）内に緊急

時対策所（事務建屋対策室）に参集し、体制を確立した。 

[評 価] 

・発電所対策本部要員は地震発生とともに速やかに緊急時対策所に参集し、体制を確立できた

ことから、緊急時対策所の参集に係る対応が定着していると評価する。 

 

（５）発電所設備の応急・復旧対策訓練 

[結 果] 

・保修班は、大容量送水ポンプ、熱交換器ユニット等、原子力災害の拡大防止に向けて立案し

た応急復旧計画について、発電所対策本部内で必要な要員数の確認、作業時間を考慮した作

業指示を実施した。 

[評 価] 

・地震により喪失した電源機能、除熱機能および注水機能に対し、可搬型設備による応急復旧

計画を立案し、必要な要員の確保や作業指示ができたことから、発電所設備の応急復旧に係

る対応が定着していると評価する。 

 

（６）アクシデントマネジメント訓練 

[結 果] 

・技術班は、注水手段が喪失したことを踏まえ、炉心損傷に至る時刻を予測した。 

・技術班および発電管理班は、炉心損傷に至る可能性があることから、「アクシデントマネジ

メントガイド」の導入を考慮し、代替注水および代替除熱の準備開始、完了予想時刻等を発

電所対策本部で共有した。 

[評 価] 

・「アクシデントマネジメントガイド」を活用し、プラント状態に応じた対応すべき事項を確

認し、対処の判断や指示を実施するとともに、事象進展を予測した復旧戦略を検討できたこ

とから、事故拡大防止および影響緩和に係る対応が定着していると評価する。 

 

（７）モニタリング訓練 

[結 果] 

・放射線管理班は地震による停電に伴い構内モニタリングポストが停止（コントローラによる

状況付与）した際に、緊急時モニタリングに関する手順書に基づき、代替測定のため可搬型

モニタリングポストの設置を実施した。 

・放射線管理班は、資機材の準備を目標時間（目標時間：３０分、実績：１１分）内に実施し、

現場到着から測定データの受信（目標時間：１５分、実績：１２分）および必要な設備の使

用を円滑に実施できた。 

[評 価] 

・放射線管理班は、資機材の準備、現場到着からの測定データ受信を目標時間内で実施し、必

要な設備の円滑な取り扱いができたことから、緊急時モニタリングに係る対応が定着してい

ると評価する。 
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（８）広報活動訓練 

[結 果] 

・広報班は、本店原子力班から原子力災害時における報道発表資料を入手するとともに、速や

かに発電所対策本部で共有した。 

[評 価] 

・広報班は、本店原子力班と連携し適時適切なタイミングでプレスリリースができること、共

有した正確な情報に基づき、報道対応ができたことから、広報活動に係る対応が定着してい

ると評価する。 

 

（９）オフサイトセンター活動訓練 

[結 果] 

・発電所対策本部は、原子力災害の発生により、オフサイトセンターが運営されることを想定

し、発電所からオフサイトセンターへ要員の派遣を判断した。 

・オフサイトセンター派遣要員は、発電所周辺の一般道路の状況を確認したうえで、オフサイ

トセンターに移動し、オフサイトセンターに到着後、速やかに発電所の情報を収集する体制

を確立した。 

[評 価] 

・オフサイトセンター派遣要員は、オフサイトセンターに移動し、速やかに発電所に関わる  

情報を収集する体制を確立できたことから、オフサイトセンターの活動に係る対応が定着し

ていると評価する。 

 

（１０）重大事故等対応訓練 

[結 果] 

・発電所対策本部は、２号機使用済燃料プールの水位が維持できないことから、消防車隊に対

して、大型化学高所放水車および化学消防自動車による使用済燃料プールへのスプレイを実

施するように指示をした。 

・消防車隊は、大型化学高所放水車および化学消防自動車に係る準備状況等を適宜発電所対策

本部に共有するとともに、大型化学高所放水車および化学消防自動車を用いて、原子炉建屋

北側の接続口から使用済燃料プールに送水を実施※５した。 

・消防車隊は、化学消防自動車（保管場所：第３保管エリア）の警報発報（コントローラによる

状況付与）および接続金具への消防ホース（片系）の接続不可（コントローラによる状況付

与）に対して、速やかに発電所対策本部に報告し、発電所対策本部は消防車隊に対して、化

学消防自動車（保管場所：第４保管エリア）の準備および接続金具（保管場所：第１保管エ

リア）の移送を指示した。 

[評 価] 

・消防車隊は、大型化学高所放水車および化学消防自動車による使用済燃料プールへのスプレ

イの準備について、適宜状況を発電所対策本部に共有するとともに、使用済燃料プールへの

送水対応ができたことから、重大事故に係る対応が定着していると評価する。 

・化学消防自動車（保管場所：第３保管エリア）の警報発報（コントローラによる状況付与）お

よび接続金具への消防ホース（片系）の接続不可（コントローラによる状況付与）に対して、

代わりの車両・器具を準備するなどの臨機の対応ができることを確認したことから、発電所

対策本部および現場対応者の力量向上が図られたと評価した。 
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※５ 使用済燃料プールへの送水操作は模擬操作 

 

（１１）大容量電源装置起動訓練 

[結 果] 

・発電管理班は、電源確保のため「電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活動

に係る対応要領書」に基づき、大容量電源装置の起動操作を目標時間（目標時間：９０分、

実績：４２分）内に完了できた。 

[評 価] 

・発電管理班は手順に基づき目標時間内に大容量電源装置の起動操作が完了できたことから、

大容量電源装置起動に係る対応が定着していると評価する。 

 

（１２）リエゾン派遣訓練 

[結 果] 

・女川原子力発電所発災に伴い女川町役場および石巻市役所からリエゾン派遣の要請（模擬）

を受け、発電所対策本部は、発電所から女川町役場および石巻市役所へリエゾンを派遣する

ことを判断した。 

・リエゾン派遣要員は、必要な資機材を準備し、女川町役場および石巻市役所に移動できた。 

・リエゾン派遣要員は、プラントの状況や事象の進展予測等を女川町役場および石巻市役所の

職員に説明した。また、プラント状況について、ＣＯＰを大型ディスプレイに映し、説明を   

行った。（詳細は、１０．（３）ａ．参照） 

[評 価] 

・リエゾン派遣要員は、必要な資機材を準備して女川町役場および石巻市役所に移動できたこ

と、女川町役場および石巻市役所の職員へプラント状況、事象の進展予測等を適切に説明でき

たことから、リエゾン派遣に係る対応が定着していると評価する。 

 なお、リエゾン派遣要員が派遣先で通報文以外に使用できる資料が不明確であったことから、

派遣先での説明資料に関して、勉強会等を通じて習熟を図る。 

 

【本店】 

（１）発電所－本店原子力班－本店対策本部間の情報連携訓練 

[結 果] 

・本店原子力班および本店対策本部は、「情報連携相関図」（添付資料１、２）のとおり、発電

所対策本部から情報発信される発電所情報（現況）や事象進展予測、事故対応戦略、外部へ

の放射線影響等の重要情報、その他の付帯情報について、ＣＯＰや電子ホワイトボード、  

チャットシステム※６等を適切に活用した情報収集を行い、本店原子力班内および本店対策本

部内に必要な連絡および情報共有を行った。 

・本店原子力班は他原子力施設の状況について情報収集し、本店対策本部へ情報共有を行った。 

・本店原子力班は、リエゾン派遣要員とオフサイトに係る情報やプラント状況について情報連

携を行った。また、リエゾン派遣要員からの質問に対して適切に回答を行った。 

[評 価] 

・本店原子力班および本店対策本部は、発電所情報（現況）や事象進展予測等について情報共

有ツールを用いて情報収集し、必要な情報を連絡・情報共有できていたこと、他原子力施設
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の状況や自治体対応の状況等、外部の状況について適宜情報連携できていたことから、発電

所-本店原子力班-本店対策本部間の情報連携が定着していると評価する。 

 

※６ チャットシステム 

発生した事象、復旧対応状況、ＥＡＬ情報および社外問合せ情報等を発電所対策  

本部、本店原子力班および本店対策本部の要員がシステム上に入力し、発電所と  

本店間で情報連携するシステム 

 

（２）国－事業者間の情報連携訓練 

[結 果] 

・ＥＲＣ対応ブース要員は、「情報連携相関図」（添付資料１、２）のとおり、ＥＲＣプラント

班へ発電所情報（現況）や事象進展予測、事故対応戦略、ＥＡＬに係る情報等をＣＯＰや   

チャットシステム、ＥＲＳＳ、備付資料※７等を活用し、情報提供を行った。 

・ＥＲＣ対応ブース要員は、事象進展予測と戦略の準備完了予想時刻を関連付けた説明を行っ

た。（詳細は９．（４）参照） 

・ＥＲＣ対応ブース要員は、情報を整理する際に、重要な情報には下線部を引き強調していた。

（詳細は、１０．（３）ｃ．参照） 

・１０条確認会議および１５条認定会議において、会議対応者は、原災法第１０条、１５条の

該当を認知後、速やかにＥＲＣ対応ブースに参集し、情報収集を行った。また、会議では   

戦略や事象進展予測（最悪の事象の想定含む）等について簡潔に説明した。（詳細は、８．

（２）参照）一方、評価者から、伝達する情報を書画投影しながら説明することで、より   

正確に情報連携ができるとの気付きが提示された。（詳細は、１０．（２）ｃ．参照） 

[評 価] 

・ＥＲＣ対応ブース要員は、ＥＲＣプラント班へ発電所情報（現況）や事象進展予測等をＣＯ

ＰやＥＲＳＳ等を活用して情報共有できていたことから、国－事業者間の情報連携が定着し

ていると評価する。また、ＥＲＣ対応ブース要員は、事象進展予測と戦略の準備完了予想時

刻を関連付けた説明を行い事故収束対応の状況について説明ができていたことから、情報連

携に係る対応能力の向上が図られたと評価する。 

・会議対応者は、会議で戦略や事象進展予測等、必要な情報を漏れなく説明できたことから、

会議に係る対応が定着していると評価する。一方で、会議において伝達する情報を書画投影

しながら説明することで、より正確に情報連携ができることから更なる改善が必要であると

評価する。 

 

※７ 備付資料 

ＥＲＣプラント班と当社が共通の資料を用いて情報共有するため、ＥＲＣおよび 

本店原子力班（ＥＲＣ対応ブース含む）に備え付けている、プラントの設備概要や

手順書等をまとめた資料 

 

（３）プレス対応訓練 

[結 果] 

・ＥＲＣ広報班と本店対策本部が連携し、当社の報道発表資料・記者会見時間の情報共有およ

び官房長官会見（コントローラによる状況付与）を考慮したプレス対応を実施した。 
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・本店原子力班は、報道発表資料を作成し、模擬当社ホームページへ掲載を行った。 

・報道関係者参加のもと、役員およびスポークスマンによる模擬記者会見を行い、原災法第１５

条該当事象に対するプラント状況や今後の対応について説明を行った。 

・記者からの質問に対し、確認が必要となる情報については、本店原子力班と会見事務局員が連携し、

スポークスマンへ入手した情報をインプットし、記者へ回答した。 

・スポークスマンは発電所で発生している事実の伝達に注力し、発電所での事故収束に向けた

対応の状況やその対応が完了する見通しなど、安心情報の提供が不足していた。（詳細は、

１０．（２）ｄ．参照） 

[評 価] 

・本店原子力班は、発電所情報を整理し、記者会見に係る情報を適切に発信できていたこと、

記者会見での説明や記者からの質問対応等実施できていたことから、プレスに係る対応が定

着していると評価する。一方で、スポークスマンは本店原子力班と連携し正確な情報の発信

に努めたものの、安心情報の提供が不足していたことから更なる改善が必要であると評価す

る。 

 

（４）事業者間協力協定対応訓練 

[結 果] 

・本店原子力班は、「原子力災害時における原子力事業者間協力協定」に基づき、同協定の幹

事会社（東京電力ホールディングス）に対する協力要請および幹事会社からの回答の受信等

を実施した。 

・本店原子力班は、避難退域時検査の派遣要請に対し、他社からの支援要員数および現地への

到着時間等の情報を共有した。 

・本店原子力班は、「原子力緊急事態支援組織の運営に関する基本協定」に基づき、原子力緊

急事態支援センターに対する協力要請および同センターからの回答の受信等を実施した。 

[評 価] 

・本店原子力班は「原子力災害時における原子力事業者間協力協定」や「原子力緊急事態支援

組織の運営に関する基本協定」に基づく連絡・連携が遅滞なく実施できたことから、他事業

者への支援要請に係る対応が定着していると評価する。 
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８．主な検証事項に対する評価 

今回の訓練で設定した「６．（３）主な検証事項」のうち、項目ａおよび項目ｂについて、

検証・評価を行った。各検証項目の評価結果は以下のとおり。 

 

【発電所】 

（１）各場面における発電所対策本部要員の対応結果と評価 

ａ．２号機使用済燃料プール水位の異常低下と使用済燃料プール放射線モニタ故障が重畳する

状況を設定 

[検証項目] 

地震（震度６弱）によって２号機使用済燃料プール放射線モニタが使用不可になり、オペレ

ーティングフロアの線量が確認できない状況において、以下の対応が適切に実施できるか検証

を行った。 

・２号機使用済燃料プール水位より、オペレーティングフロアの線量率を推定できるか。 

・オペレーティングフロアの線量率より、オペレーティングフロアへの立ち入り不可を判断

し、オペレーティングフロアに可搬型ホースを設置する戦略を選択しないか。 

[結 果] 

・技術班は、２号機使用済燃料プール水位の進展予測を共有するとともに、使用済燃料プー

ル水位とオペレーティングフロア線量率の相関図を示し、オペレーティングフロア線量率

の予測値が高いことを発電所対策本部に共有した。 

・発電所対策本部は、オペレーティングフロアの線量率の予測値を踏まえ、オペレーティン

グフロアでの現場作業禁止を指示した。 

[評 価] 

・２号機使用済燃料プール水位の異常低下と使用済燃料プール放射線モニタ故障が重畳する

状況下において、オペレーティングフロア線量率の予測およびオペレーティングフロアで

の現場作業禁止を指示できたことから、発電所対策本部のリスク想定に係る対応能力向上

が図られたと評価する。 

 

ｂ．２号機使用済燃料プール水位が異常低下し、水位維持が出来ない状況を設定 

[検証項目] 

 地震（震度６弱）によって２号機使用済燃料プール水位が低下し、水位が維持できなくなっ

た場面において、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・事象初期の使用済燃料プール水位の低下率より、有効燃料頂部（以下、「ＴＡＦ」とい

う。）到達時刻を推定し、使用済燃料プール注水開始の目標時間を設定できるか。 

・既設の使用済燃料プール注水方法が喪失する中で、可搬型設備の中で準備時間が短い「化

学消防自動車および大型化学高所放水車によるスプレイ」を選択し、使用済燃料プール水

位がＴＡＦに到達する時刻までに使用済燃料プール水位を回復する戦略を立案できるか。 

[結 果] 

 ・技術班は、使用済燃料プール水位の進展予測を発電所対策本部に共有し、３０分程度で使

用済燃料プール水位が２ｍ低下することを共有した。また、ＣＯＰ３にて、化学消防自動

車および大型化学高所放水車による使用済燃料プールの注水開始予想時刻を共有した。 

・保修班は、アクセスルート確認が完了したことを踏まえ、「化学消防自動車および大型化

学高所放水車によるスプレイ」の準備を開始する旨具申した後、消防車隊に出動を指示し
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た。 

[評 価] 

・地震（震度６弱）によって２号機使用済燃料プール水位が低下、水位が維持できなくなっ

た場面において、使用済燃料プール水位の進展予測、化学消防自動車および大型化学高所

放水車による使用済燃料プールの送水開始予想時刻の共有が実施できたことから、発電所

対策本部の戦略検討の能力向上が図られたと評価する。 

 

ｃ．熱交換器ユニット等の車両配置を考慮し、大型化学高所放水車の配置箇所を検討する状況

を設定 

[検証項目] 

熱交換器ユニット、可搬型窒素ガス供給装置等の可搬型設備の準備中に、原子炉補機冷却水

系ポンプＡ系が喪失する場面において、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・可搬型設備の設置位置の優先順位は原子炉建屋北側であり、大型化学高所放水車を原子炉建

屋北側に設置する場合、可搬型設備の設置作業と大型化学高所放水車のホースの敷設作業が

干渉するおそれがあることから、当該設備の設置位置を検討できるか。 

・原子炉補機冷却水系ポンプＡ系の喪失を踏まえ、熱交換器ユニットの設置位置が正しいこ

とを再確認できるか。 

[結 果] 

・２号機使用済燃料プール水位が低下傾向にあることを踏まえ、保修班は、大容量送水ポンプ

もしくは化学消防自動車および大型化学高所放水車による使用済燃料プール送水を検討し

た。発電所対策本部長は、後続車両のことを留意して可搬型設備の設置位置を検討するよう

に指示し、保修班は、大型化学高所放水車を原子炉建屋北側に設置し、送水準備を完了し

た。 

・保修班は「重大事故等対応要領書」の優先順位に従い、熱交換器ユニットを原子炉建屋北側

に設置し、補機冷却水確保の完了予想時刻を共有しＣＯＰ３に反映した。 

[評 価] 

・熱交換器ユニットは優先順位に従い原子炉建屋北側に設置し、かつ大型化学高所放水車を

熱交換器ユニット等の可搬型設備の設置箇所と干渉しない箇所に設置されていたことか

ら、発電所対策本部のリスク想定に関する能力向上が図られたと評価する。 

 

ｄ．３号機使用済燃料プール水位の報告時にＥＡＬの誤りがある状況を設定 

[検証項目] 

３号機使用済燃料プールの水位がＴＡＦ＋６ｍに到達した時点で、ＡＬ３１の具申（コント

ローラによる状況付与）をした際に、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・３号機使用済燃料プールの水位がＴＡＦ＋６ｍに到達した時点でＡＬ３１を具申した際に、

誤りであることを判断できるか。 

[結 果] 

・情報班長は、ＡＬ３１の妥当性を確認するように、発電管理班に対して指示をした。発電

管理班長は、ＡＬ３１は水位がＴＡＦ＋４ｍに到達することでＡＬ３１に該当するため、

現状の３号機使用済燃料プール水位ではＡＬ３１に該当しないことを確認し、発電所対策

本部内に共有した。 
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 [評 価] 

・３号使用済燃料プールの水位がＴＡＦ＋６ｍに到達した時点でＡＬ３１の具申があった際

に、発電所対策本部内でＡＬ３１の妥当性について確認するように指示ができたこと、発

電管理班長より現状の水位ではＡＬ３１に該当しないことを確認し発電所対策本部内に共

有できたことから、発電所対策本部のプラント状態を考慮した能力向上が図られたと評価

する。 

 

ｅ．除熱系統が１系統のみであり、かつ除熱状況が不安定な兆候を示す事象の設定 

[検証項目] 

除熱系統が１系統のみ（残留熱除去系ポンプ（Ｂ））であり、同ポンプの不調が発生した場

面において、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。なお、残留熱除去系ポンプ（Ｂ）

の不調は、同ポンプの流量が不安定な状況をＥＲＳＳ上で模擬し、発電所対策本部内で認知さ

せるものとし、コントローラから状況付与はしないものとした。 

・ＥＲＳＳから残留熱除去系ポンプ（Ｂ）が不調であることを認知し、除熱機能喪失を想定

した対応ができるか。 

・除熱手段が全て喪失した場合の事象進展（格納容器破損）に基づき、発電所対策本部にお

いて戦略を提案できるか。 

[結 果] 

・戦略統括は、ＥＲＳＳより残留熱除去系ポンプ（Ｂ）の流量が不安定な状況であることを

共有するとともに、ＣＯＰ３を用いて、格納容器除熱および減圧戦略として、複数の戦略

（復水移送ポンプ、大容量送水ポンプ（タイプⅠ）によるドライウェル代替スプレイ、原

子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保）を立案した。 

・情報統括は、残留熱除去系ポンプ（Ｂ）の運転状態が不安定なことから、除熱機能が両系喪

失した場合の事象進展予測を実施するように指示し、技術班はＣＯＰ３にて、除熱機能が両

系喪失した場合の格納容器圧力１Ｐｄ※１、２Ｐｄ到達予測時刻を発電所対策本部内に共有し

た。 

[評 価] 

・残留熱除去系ポンプ（Ｂ）の不調を認知し、格納容器除熱および減圧戦略を立案するとと

もに、除熱機能が両系喪失した場合の事象進展予測を実施したことから、発電所対策本部

の戦略検討の能力向上が図られたと評価する。 

 

 ※１ 格納容器最高使用圧力 

 

ｆ．急速減圧実施中に逃し安全弁の動作に必要な作動用窒素圧力が低下する状況を設定 

[検証項目] 

急速減圧を実施した直後、高圧窒素ガス供給系の圧力低下および高圧窒素ガス供給系ボンベ

切替不可の状況において、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・発電所対策本部は、急速減圧中に高圧窒素ガス供給系（常用および非常用）の逃し安全弁

による減圧が実施できない状態において、代替高圧窒素ガス供給系を使用した急速減圧が

実施できるか。 
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・発電所対策本部は、作業員の放射線防護のため、原子炉水位低下によるＴＡＦ到達時刻を

推定し、代替高圧窒素ガス供給系切替作業はＴＡＦ到達時間までであることを共有できる

か。 

[結 果] 

・戦略統括は、２号機中央制御室(コントローラ）より、高圧窒素ガス供給系ボンベ切替がで

きず、急速減圧が実施できないことの報告を受け、現場作業員へ代替高圧窒素ガス供給系

切替作業を指示した。 

・発電所対策本部内でのブリーフィングにおいて、発電所対策本部長はＴＡＦ到達予測が 

１５時４３分であること、代替高圧窒素ガス供給系の作業完了予想時刻が１５時２０分で

あることを発電所対策本部内に共有し、現場作業員がＴＡＦ到達前に作業完了できること

を確認した。 

[評 価] 

・急速減圧中に高圧窒素ガス供給系（常用／非常用）による逃がし安全弁の開放が実施でき

ない状態において、代替高圧窒素ガス供給系の使用を判断するとともに、ＴＡＦ到達予測

時刻よりも前に代替高圧窒素ガス供給系切替作業が完了することを共有できていたことか

ら、発電所対策本部の戦略検討の能力向上およびリスク想定に関する能力向上が図られた

と評価する。 

 

【本店】 

（２）１０条確認会議および１５条認定会議に係る対応結果と評価 

ａ．最悪の事象を想定した事象進展予測の説明について 

[検証項目] 

事象進展予測を評価する要員に対して、最悪の事象を想定した事象進展予測の必要性を周

知するとともに、事象進展予測を作成するタイミングや評価する項目について明確にするこ

とで、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・事象進展予測を評価する要員は、１５条認定会議の前に最悪の事象を想定した進展予測を

評価し、共有することができるか。 

・会議対応者は、１５条認定会議において最悪の事象を想定した進展予測を説明できるか。 

[結 果] 

・事象進展予測を評価する要員は、最悪の事象を想定した事象進展予測を評価し、ＥＲＣ対応

ブースに適宜情報共有した。 

・会議対応者は、１５条認定会議において、最悪の事象を想定した事象進展予測（炉心損傷

予測、１．５Ｐｄ到達予測、２Ｐｄ到達予測など）を説明できた。一方、評価者から、伝

達する情報を書画投影しながら説明することで、より正確に情報連携ができるとの気付き

が提示された。 

[評 価] 

・事象進展予測を評価する要員は、最悪の事象を想定した事象進展予測を適宜評価、共有で

きたこと、また、会議対応者は１５条認定会議において、最悪の事象を想定した事象進展

予測を説明できたことから、能力向上が図られたと評価する。一方で、伝達する情報を書

画投影しながら説明することで、より正確に情報連携ができることから更なる改善が必要

であると評価する。 
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ｂ．１０条確認会議および１５条認定会議の準備について 

[検証項目] 

会議対応者が、原災法第１０条、１５条の該当を認知した後、速やかにＥＲＣ対応ブース

に参集し、ＥＲＣ対応ブースで入手している最新情報を用いて説明することを明確にすると

ともに、ＥＲＣ対応ブース要員は会議中に情報の更新があった際には、会議対応者へ情報を

伝達することを明確にすることで、以下の対応が適切に実施できるか検証を行った。 

・会議対応者は、原災法第１０条、１５条の該当を認知した後、速やかにＥＲＣ対応ブース

に参集し、ＥＲＣ対応ブースで入手している最新情報を用いて説明できるか。 

・１０条確認会議および１５条認定会議中に、戦略等の情報が更新された場合には、ＥＲＣ

対応ブース要員から会議対応者へ情報を伝達できるか。 

[結 果] 

・会議対応者は、原災法第１０条、１５条の該当を認知した後、速やかにＥＲＣ対応ブース

に参集し、ＥＡＬ判断から２分後に会議を開催し、最新の戦略や事象進展予測を説明する

ことができた。 

・１５条認定会議において、会議中に復水移送ポンプによる原子炉への注水が再開されたこ

とをＥＲＣ対応ブース要員から会議対応者へ情報を伝達し、会議対応者はＥＲＣプラント

班へ更新された情報を説明できた。 

[評 価] 

・会議対応者は、ＥＲＣ対応ブースに速やかに参集し、最新の情報を説明できたこと、会議

中に状況に変化があった際に更新された情報を説明できたことから、会議に係る対応能力

の向上が図られたと評価する。 
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９．昨年度防災訓練時の改善点の反映状況 

今回の訓練で設定した「６．（３）主な検証事項」のうち、項目ｃに掲げた２０２３年度緊

急時演習に抽出された改善項目に対する取り組み状況は以下のとおり。 

（１）ＣＯＰ作成に係る改善について【発電所】 

問
題 

ＣＯＰ間で様式の用語および系統状態の記載に差異があることが確認された。また、 

ＣＯＰの記載事項のうち、系統状態の誤りや、対応手段の準備開始・完了予想の時刻等が

空欄であることが確認された。これらのことから、ＥＲＣプラント班への説明資料につい

て、プラント状態および対応状況が不明確となる場面があった。 

原
因 

・ＣＯＰ間で同じ設備を指しているが用語が異なる設備があった。 

・ＣＯＰ作成時の留意点を整理した記載例等の参考資料がなかった。 

– ＣＯＰの様式には系統状態を示す記号・凡例は記載していたが、作成箇所によって系

統状態を示す記号の選択について判断が分かれる場合があり、系統状況を示す記号・

凡例の入力に差異が生じたものがあった。 

– 対応手段のうち、既に待機中の設備（使用可能）の準備開始・完了予想の時刻および   

ＣＯＰ３の共有タイミングで未検討の戦略（具体例として事象初期における格納容器 

除熱戦略）については空欄となっていた。その結果、どのような状況なのかがＣＯＰ

３上で判別できなかった。 

– 上記の原因として、ＣＯＰ作成時の留意点を整理した記載例等の参考資料がなかった

ことが挙げられる。 

・ＣＯＰ１の記載誤りを訂正することができなかった。 

– ＣＯＰ１の共有は、プラント情報の共有の迅速性を優先したため、担当者のチェック

後に速やかに共有することとしている。共有後に、記載誤りを確認し、訂正する仕組

みがなかった。 

対
策 

・ＣＯＰ間の様式で用語を整合させることで、同じ設備を示すことが容易に判別できるよ

うにする。 

・ＣＯＰ作成時の留意点を整理した記載例等の参考資料を整理し、関係者へ周知するとと

もに、勉強会等を通じて理解の浸透を図る。 

・ＣＯＰ１については、共有後に、担当者が作成したＣＯＰ１をレビューする仕組みを構

築し、系統状態に誤りがある場合は訂正のうえ再度共有する運用とする。 

結
果 

・系統名と略語を併記することで、発電所対策本部の系統情報の認識に齟齬が起きていな

いことを確認した。 

・発電管理班および保修班は、プラント状況に応じて、新しく加えた「▲：準備中」を含

めて、凡例を適切に使い分け、ＣＯＰ間の系統状態に差異はなかった。戦略統括は更新

情報を赤字で記載するとともに、時刻情報を記載した。 

評
価 

・系統名と略語の併記（併記が困難な箇所は略語を記載）およびＣＯＰ作成における留意

事項を整理したことにより、ＣＯＰ作成者はプラント状況に応じて凡例を正しく使用

し、ＣＯＰ間での系統状態の記載に差異が生じなかったことから、対策は有効に機能し

たと評価する。 
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（２）緊急時対策建屋への移動に係る改善について【発電所】 

問
題 

事務新館から緊急時対策建屋への移動前後における発電所対策本部の指揮権の所在に

ついて、中央制御室への連絡が不足していたことから、中央制御室から発電所対策本部

への連絡が滞るおそれがあった。 

事務新館から緊急時対策建屋への移動前における留意点の共有や移動後のアクセスル

ート等の状況報告が不足していたことから、必要な装備の不足、緊急時対策建屋への到着

の遅延等のおそれがあった。 

原
因 

・事務新館から緊急時対策建屋への移動前後において確認すべき事項や共有すべき事項

が明確になっていなかった。 

対
策 

・事務新館から緊急時対策建屋への移動前後において確認すべき事項や共有すべき事項

について整理し、ルール化することで改善を図る（移動前のアクセスルートの確認状況

等）。 

結
果 

・発災時における発電所対策本部要員等の初動対応を整理した要領書に基づき、事務建屋

から緊急時対策建屋に移動する際の対応が適切になされていることを確認した。 

＜緊急時対策所に移動する前＞ 

（確認事項①：緊急時対策所までのアクセスルート） 

 アクセスルート２を使用することを確認 

（確認事項②：放射線防護装備の着用要否） 

 プラント状況から緊急時対策所に移動する際の放射線防護装備の着用は不要と判

断したことを確認 

 屋外で作業する場合は放射線防護装備を携行するよう指示があったことを確認  

（確認事項③：現場要員との連絡体制）  

 先発隊移動前に先発隊と後発隊の体制を確認し、移動中における現場要員との連絡

体制を確立していることを確認      

＜緊急時対策所に移動した後＞ 

 先発隊が緊急時対策所を立ち上げた後、本部長は速やかに後発隊の本部長代理と連

絡を取り、先発隊移動時のプラント状況を確認し、各機能班に対して引継ぎ（ブリ

ーフィング）を行うように指示 

 本部長は、各機能班の引継ぎ完了の報告を受けた後、先発隊に権限が委譲されたこ

とを後発隊の本部長代理に共有 

 後発隊が緊急時対策所に移動した後、本部長は各機能班で引継ぎ（ブリーフィング）

を行うように指示 

各機能班で引継ぎが完了された後、全体ブリーフィングを開き、プラント状況を共有 

評
価 

・緊急時対策建屋への移動前後における確認事項や共有すべき事項を整理したことで、必

要な情報が抜け漏れなく速やかに引継ぎできたことから、対策は有効に機能したと評価

する。 
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（３）緊急時対策所における要員配置および資機材配置について【発電所】 

問
題 

緊急時対策所における要員配置および資機材配置の関係から、要員のコミュニケーショ

ンや動線が悪く、班長と班員の情報共有または機能班同士の連携が円滑に進まない場面が

見られた。 

原
因 

・緊急時対策所が使用可能になってから訓練までの期間が短かったため、緊急時対策所に

おける実動を踏まえた、要員、資機材等の配置について十分な検証がなされなかった。 

対
策 

・緊急時対策所における要員配置および資機材の配置の改善を図る。 

結
果 

・緊急時対策所における統括、班長および班員の配置を見直したことで、昨年度の事業者

防災訓練と比較し、各要員間で円滑なコミュニケーションが図られていることを確認し

た。 

・今回の事業者防災訓練において追加で設置したホワイトボードについては、要員間の情

報連携に活用されている班と、有効に活用されていない班があることを確認した。 

評
価 

・座席配置を見直したことで各要員の円滑なコミュニケーションが実施できたことから、

対策は有効に機能したと評価する。一方で、ホワイトボードの活用方法については、新

たな課題が確認されたことから、更なる改善として引き続き対応する。 
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（４）ＥＲＣプラント班への戦略に係る情報共有について【本店】 

問
題 

ＥＲＣプラント班との情報連携において、事象の進展予測と戦略の完了予想の時間を関

連付けて説明ができなかった。また、戦略の概要について、備え付け資料を有効活用した

説明ができなかった。これらから、ＥＲＣプラント班に対する戦略に係る全体像の説明に

課題があった。 

原
因 

・サブスピーカーはメインスピーカーに戦略に関する整理された情報の共有ができな 

かった。 

– メインスピーカーとサブスピーカーが臨機に運転号機と停止号機で発話を分担した

ため、サブスピーカーは「停止号機のプラント状況の発話」と「運転号機および停止

号機の情報整理」を同時に行うこととなった。その結果、サブスピーカーの発話内容

に対し、ＥＲＣプラント班から質問があった際に、サブスピーカーは問い合わせ対応

が重なり、対応が追いつかない状態となった。 

・戦略に関する説明において、臨機にＣＯＰ３へ手書きで追記する対応ができなかった。 

– 防災担当箇所は、ＥＲＣ対応ブース要員に対し、戦略の完了予想時間の説明において

具体的な備え付け資料の活用方法を教育していなかった。 

– スピーカーは、新規の要員であることから過去の訓練の対応を動画で確認していた。

これまで戦略の完了予想時間をＥＲＣ対応ブースで概算し、手書きでＣＯＰ３に補足

する対応はしていなかったため、手書きで追記する対応に至らなかった。 

・メインスピーカーは、備え付け資料を用いた戦略の概要の説明ができていなかった。 

– 防災担当箇所は、ＥＲＣ対応ブース要員に対し、戦略の概要の説明において具体的な  

備え付け資料の活用方法を教育していなかった。 

対
策 

・今回の事例を教育資料の反映し、サブスピーカーがメインスピーカーへ整理された情報

を伝達できるよう役割の再整理・再確認を行う。 

・戦略の説明に関する対応方法および備え付け資料の具体的活用例について教育資料の

充実化を図り勉強会を行う。 

 （戦略の説明に関する対応方法の例） 

– ＣＯＰ３に作業の完了予想時間が記載されていない場合には、ＥＲＣ対応ブースにお

いて戦略の完了予想時間を概算しＣＯＰ３に追記する。 

– メインスピーカーは追記した内容がＥＲＣ対応ブースで補足した内容であることを

明確に発話した上で、戦略の概要を説明する。 

結
果 

・ＥＲＣ対応ブース要員の役割を再整理し、周知したことで、メインスピーカー、サブ  

スピーカーおよび情報取りまとめ担当がそれぞれ連携でき、整理した情報をＥＲＣプラ

ント班へ説明できた。 

・戦略に関する説明方法および備付資料の具体的活用例を教育資料に反映し、勉強会を行

ったことで、メインスピーカーは事象進展予測と戦略を関連付けた説明が概ねできた。 

評
価 

・メインスピーカーは事象進展予測と戦略を関連付けた説明ができたこと、備付資料を活

用した説明ができたことから、対策は有効に機能したと評価する。また、継続して実施

できるように引き続き要員へ勉強会を行い、対応の習熟を図る。 
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１０．今後の原子力災害対策に向けた改善および良好事例の展開 

（１）改善を要する事項 

ａ．発電所対策本部におけるパラメータ監視について【発電所】 

[問 題] 

・プラント情報表示システムとして、ＥＲＳＳを使用していた。ＥＲＳＳでは同時に１種

類の画面しか表示することができないため、各機能班は事象進展に応じ、必要なプラン

トパラメータを監視できない場面があった。 

[原 因] 

・プラントパラメータを監視するシステムとしてはＥＲＳＳの他、安全パラメータ表示シ

ステム（以下、「ＳＰＤＳ」という。）があるが、今回の訓練において、ＳＰＤＳが訓練

用に使用できる状態でなく、ＥＲＳＳのみ使用した結果、同時に表示できる画面に制限

があった。 

[対 策] 

・訓練においてもＳＰＤＳを活用し、各機能班でプラントパラメータが監視できるように

する。 

 

ｂ．通報文の誤記について【発電所】 

[問 題] 

・通報文およびチャットシステムに記載するＥＡＬ判断時刻について、「ＳＥ３０ １４時

２７分判断」とすべきところを「ＳＥ３０ １４時２０分判断」と誤った情報を記載して

しまった。また、訓練終了まで誤った情報を訂正することができなかった。 

なお、ＳＥ３０以外のＥＡＬ（ＡＬ２２、ＡＬ２３およびＡＬ３０）についても、通報

文に記載するＥＡＬ判断時刻に誤りが確認された。 

[原 因] 

・中央制御室（コントローラ）は１４時２５分に「１４時２０分 使用済燃料プール水位

がＴＡＦ＋４ｍに到達。ＳＥ３０を具申」と発話し、情報班はこれを「１４時２０分 Ｓ

Ｅ３０判断」と誤認し、電子ホワイトボード、通報文およびチャットシステムに反映し

た。電子ホワイトボードには「１４時２０分 ＳＥ３０」としか書かれておらず、１４時

２０分時点で「ＳＥ３０到達」なのか、「ＳＥ３０判断」なのか不明確であった。 

一方、ＥＲＣ対応ブースでは、発電所対策本部内の音声を傍受しており、発電所対策本

部長の「１４時２７分 ＳＥ３０判断」との発話から、ＥＲＣプラント班に対して「１

４時２７分 ＳＥ３０判断」と説明した。しかし、通報文およびチャットシステムには「１

４時２０分 ＳＥ３０判断」と記載されていたことから、ＥＲＣプラント班に対して、  

ＳＥ３０の判断時刻は１４時２０分（誤情報）であったと訂正した。また、並行して、

本店原子力班から電話連絡により、発電所対策本部（情報班）に正確な判断時間を問い

合わせたが、「１４時２０分 ＳＥ３０判断」との回答であった。 

なお、ＳＥ３０以外のＥＡＬ（ＡＬ２２、ＡＬ２３およびＡＬ３０）についても、同様

の理由により電子ホワイトボードに記載された時刻が、ＥＡＬ到達時刻とＥＡＬ判断時

刻のどちらを指しているか不明確であった。 

[対 策] 

・情報班のルールブックに、特定事象の判断時刻を確認する方法を明確化するとともに、

特定事象発生時等の重要な局面においては情報班長または副班長が班内の情報共有を行
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い、事象の進展状況について対応者の認識統一を図ることを明記する。電子ホワイトボ

ードには、ＥＡＬ到達時刻と判断時刻を識別できるように記載するとともに、記載内容

を情報班長または副班長がチェックし、誤っていた場合は訂正する運用とする。 

 

 

ｃ．ＥＡＬ判断に係る習熟について【発電所】 

[問 題] 

・ＳＥ３０について、１４時２０分にＳＥ３０到達後、１４時２７分にＳＥ３０を判断し

ており、初発の原災法第１０条事象であることから、速やかな具申と判断を実施するべ

きだった。 

[原 因] 

・ＥＡＬ判断の基本的な流れは、中央制御室（コントローラ）からの具申を受けてから発

電所対策本部長がＥＡＬを判断することとしている。本事象では中央制御室（コントロ

ーラ）からの具申が、ＥＲＳＳ上で使用済燃料プール水位がＴＡＦ＋４ｍに到達してか

ら５分後に実施されていた。 

・技術班は使用済燃料プール水位がＴＡＦ＋４ｍに到達したことをＥＲＳＳにて確認して

いたが、中央制御室からの具申があるものと思い、発電所対策本部内で発話しなかった。 

[対 策] 

・訓練事務局は、発電所対策本部要員および中央制御室（コントローラを含む）に対して、

初発のＳＥ／ＧＥは住民防護への活動が大きく変わることから速やかに判断する必要が

あることを勉強会で周知し、初発のＳＥ／ＧＥの重要性について認識を高めるとともに、

プラント状況が変化し、初発ＳＥ／ＧＥに到達していることを確認した場合は、緊急情

報であることを強調のうえ、優先的に具申することとする。 

・発電所対策本部要員は、ＥＲＳＳ等でＥＡＬに関連するプラントパラメータを監視し、

必要に応じて発電所対策本部内に情報共有するとともに、中央制御室から具申が遅れた

場合においても、発電所対策本部でＥＡＬに該当していることを具申するように、社内

ルールを整備する。 

 

【参考情報 ＳＥ３０判断に係る時系列】 

 １４時２０分 ＥＲＳＳにて、ＳＥ３０到達 

 １４時２５分 中央制御室（コントローラ）より、「１４時２０分 使用済燃料プールの   

水位がＴＡＦ＋４ｍに到達。ＳＥ３０を具申」と発話 

 １４時２７分 発電所対策本部長が、ＳＥ３０を判断 

 

（２）更なる改善を要する事項 

ａ．ＣＯＰ情報のタイムリーな提供について【発電所】 

[問 題] 

・発電所対策本部内では、技術班から事象進展予測結果を都度発話していたものの、ＣＯ

Ｐ３の更新頻度が例年と比較して低かった。 

[原 因] 

・２号機および３号機の使用済燃料プールの水位低下、２号機の原子炉への注水機能の一

部喪失に対して、技術班は事象進展予測を優先していた。 
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・事象進展予測結果をＣＯＰ３に反映する際には、入力用シートに１項目ずつ手入力する

必要があり、時間を要する。 

[対 策] 

・技術班の役割について「発電所対策本部運営要領書」に定められているものの、複数号

炉同時発災時の対応事項の優先順位および技術班内の役割分担を明確にし、社内の訓練

を通じて、技術班の対応能力を向上させることで改善を図る。 

・事象進展予測結果を速やかにＣＯＰ３に反映できるように、事象進展予測ツールの使用

方法を改善する。 

 

ｂ．緊急時対策所の資機材活用について【発電所】 

[問 題] 

・緊急時対策所において、追加で配置した資機材（ホワイトボード等）が有効に活用され

ず、対応状況（現場要員、可搬型設備の配置等）の把握がし難くなるおそれがあった。 

[原 因] 

・保修班および発電管理班はＣＯＰを作成することを優先したため、付近に設置したホワ

イトボードが活用できなかった。 

・保修班および発電管理班の中でホワイトボードを記入する役割分担が明確になっていな

かった。 

[対 策] 

・各機能班内の班員の役割分担について、ホワイトボード活用を追記したうえで明確にし、

社内の訓練を通じて、機能班の対応能力を向上させることで改善を図る。 

 

ｃ．１０条確認会議および１５条認定会議の説明について【本店】 

[問 題] 

・会議対応者は、１０条確認会議および１５条認定会議において、戦略や事象進展予測な

ど必要な情報は説明できていたものの、画面共有をせず、口頭のみの説明であった。 

[原 因] 

・１０条確認会議および１５条認定会議で説明する内容を１つのシートに整理していな 

かった。 

－事故対応戦略は発電所が作成するＣＯＰ３の情報、事象進展予測は本店原子力班が予

測する情報を使用しており、それぞれの情報を組み合わせて説明を行っていた。 

[対 策] 

・ＥＲＣ対応ブース要員は、１０条確認会議および１５条認定会議で説明する内容を整理

したシートを作成する。また、会議対応者は、整理したシートを画面共有しながら説明

することとする。 

 

ｄ．会見対応時の安心情報の提供について【本店】 

[問 題] 

・スポークスマンは、発電所で発生している事実の伝達に注力し、発電所での事故収束に

向けた対応の状況やその対応が完了する見通しなど、安心情報の提供が不足していた。 

[原 因] 

・安心情報を含めた情報の伝達方法が明確でなかった。 
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・会見対応者は会見前の打ち合わせにおいて、会見時に伝えるべき事項の確認が不十分で

あった。 

[対 策] 

・スポークスマンは事実だけでなく、発電所での事故収束に向けた対応の状況やその対応

の完了する見通しなど、安心情報を含めた情報を提供することを明確にする。 

・会見対応者は会見前の打ち合わせにおいて、会見時に伝えるべき事項を確認する。 

 

（３）良好事例 

ａ．リエゾン派遣要員の臨機の対応について【発電所】 

[良好点] 

・リエゾン派遣先ではＣＯＰの印刷はできないため、リエゾン派遣者が持ち込む端末をリ

エゾン派遣先に配備されている大型ディスプレイに繋ぎ、ＣＯＰ１を投映しながら説明

を行った。その結果、プラント状況を分かりやすく説明することができた。 

[背 景] 

・リエゾン派遣要員がリエゾン派遣先において、関係者がプラント状況を理解しやすいよ

うに、リエゾン派遣要員が持ち込む端末のディスプレイではなく、派遣先に配備されて

いる大型ディスプレイを活用した。 

[展 開] 

・リエゾン派遣要員に対して、ＣＯＰ等を用いてプラント状況を説明する際には、大型デ

ィスプレイ、プロジェクター等の投映できる設備を活用するように、勉強会、訓練を通

じて要員への定着と対応の習熟を図る。 

 

ｂ．新たなチャットシステムを用いた情報連携【本店】 

[良好点] 

・前回の訓練においてチャットシステムに不具合が生じたため、新たなチャットシステム

を導入して訓練を実施した結果、新たなチャットシステムでは不具合は発生せず、情報

連携が円滑に行われた。また、チャットシステムは視認性向上のため、一般情報、重要

情報、問い合わせ、依頼など情報の種類によって色分けして表示するように設定したこ

とで、情報連携の向上に寄与した。 

[背 景] 

・訓練事務局は新たなチャットシステムの導入に伴い、マニュアルを整備するとともに、

本店内および本店－発電所間の情報連携の仕方を見直したことで、情報連携が円滑に行

われたものと考えられる。また、重要情報の取りこぼしを防ぐため、情報の種別ごとに

色分けして表示できるように設定したことで、情報連携の向上に繋がったと考えられる。 

[展 開] 

・チャットシステムを使用する要員の意見を取り入れつつ、使用方法の習熟および更なる

情報連携の向上を図る。 

 

ｃ．ＥＲＣ対応ブース内での情報整理の工夫【本店】 

[良好点] 

・サブスピーカーおよび情報取りまとめ担当者は多数発行される手書きメモについて、重

要なポイントに下線を引くことでメインスピーカーが説明しやすいようにフォローされ
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ていた。 

[背 景] 

・サブスピーカーおよび情報取りまとめ担当者は、メインスピーカーがＥＲＣプラント班

に伝達しやすいように、情報量が多いものに関しては、重要なポイントを明確にするこ

とで説明しやすいように配慮したと考える。 

[展 開] 

・ＥＲＣ対応ブース内での情報整理の工夫として教育資料に反映し、周知する。 

 

以 上 

 

〈添付資料１〉情報連携相関図（全体） 

〈添付資料２〉情報連携相関図（各情報におけるフロー図） 
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〈添付資料２〉 
情報連携相関図（各情報におけるフロー図） 
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別紙２ 

 

 

防災訓練の結果の概要（要素訓練） 

 

１．訓練の目的 

本訓練は、「女川原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第８節」に基づき実施

したものである。 

あらかじめ定められた原子力災害時における応急対策または復旧対策等に関する手順を 

検証し、習熟を行うとともに、体制、資機材の取扱いに係る実効性について検証し、改善を図る

ことを目的とした。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

   ２０２４年２月１日～２０２５年３月３１日 

（訓練毎の実施日、訓練項目については添付資料参照） 

    【発電所】原子力災害医療訓練、モニタリング訓練、その他必要と認められる訓練 

   【本店】災害対策支援拠点対応訓練 

 

（２）対象施設 

女川原子力発電所 １、２、３号機 

 

３．実施体制および参加人数 

（１）実施体制 

訓練ごとに実施責任者および評価者を設け、実施担当者が訓練を行う。 

詳細は、添付資料のとおり。 

（２）参加人数 

添付資料のとおり。 

 

４．防災訓練の内容および防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

【発電所】 

（１）原子力災害医療訓練 

発電所における初期対応（除染・応急手当）や原子力災害医療関係機関への情報連絡、

関係機関と連携した原子力災害拠点病院への搬送等を実施する。 

（２）モニタリング訓練 

炉心損傷発生の可能性や構内モニタリングポストの機能喪失（測定データ伝送異常  

含む）を想定し、可搬型モニタリングポストを設置して空気吸収線量率の測定を実施する。 
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（３）その他必要と認められる訓練 

ａ．電源機能等喪失時対応訓練 

全交流電源喪失、原子炉除熱機能喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失等を想定

し、個別の緊急時対応を実施する。 

ｂ．緊急事態支援組織対応訓練 

高放射線量下において、現場偵察ロボットによる現場調査を想定し、現場偵察ロボッ

トの障害物回避操作、掴み取り操作等を実施する。 

ｃ．緊急時対応訓練 

地盤隆起発生時の海水取水訓練として４ｍの地盤隆起が発生したことを想定し、通

常の取水箇所とは異なる代替取水箇所での海水取水訓練を実施する。 

 

【本店】 

（１）災害対策支援拠点対応訓練 

原子力災害が発生し、電源や注水等の各種設備は復旧したが、除熱機能が復旧できず、

ベントを実施。周辺地域に放射性物質が放出され、放射性プルーム通過後の状況を想定

し、災害対策支援拠点においてスクリーニング、除染活動を実施する。 

 

５．防災訓練の項目 

要素訓練 

 

６．防災訓練の結果の概要（添付資料参照） 

【発電所】 

（１）原子力災害医療訓練 

発電所管理区域内での被ばくを伴う傷病者発生を受け、現場での救助活動について

重要な情報を整理し、本部に報告できることを確認した。 

（２）モニタリング訓練 

可搬型モニタリングポストを設置し、空気吸収線量率の測定が定められた手順に従い、

実施できることを確認した。 

（３）その他必要と認められる訓練 

ａ．電源機能等喪失時対応訓練 

（ａ）全交流電源喪失および使用済燃料プール除熱機能喪失等を踏まえた個別の緊急安全

対策について、原子力防災要員により確実に実施できることを確認した。 

（ｂ）訓練により発電所の機器へ直接影響が生じるものは模擬とし、現場での動作確認が

実施できることを確認した。 

ｂ．緊急事態支援組織対応訓練 

現場偵察ロボットの障害物回避操作、掴み取り操作等が確実に実施できる習熟度で

あることを確認した。 
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ｃ．緊急時対応訓練 

４ｍの地盤隆起発生を仮定し、既設の海水取水箇所が利用できない場合においても、

代替取水箇所での海水取水が可能なことを確認した。 

 

【本店】 

（１）災害対策支援拠点対応訓練 

災害対策支援拠点（女川地域総合事務所跡地）でのスクリーニングエリアの設定および

防護服を着用した状態でスクリーニング、除染活動が実施できることを確認した。 

 

７．訓練の評価 

各要素訓練について、定められた手順に従い実施し、手順の有効性と対応要員の習熟を  

確認したこと、体制の実効性を確認したこと、資機材の取扱いについて改善を図るとともに、

その実効性を確認したことから、訓練目標を達成したものと評価した。 

 

８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

当該期間中の各要素訓練における改善点および今後に向けた改善点は、添付資料のとおり。 

 

以 上 

 

〈添付資料〉要素訓練の概要 



 

要素訓練の概要 
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【発電所】 

１．原子力災害医療訓練（訓練実施日：２０２５年２月１３日 参加人数：１９名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

管理区域内で、汚染を伴う傷病者の発生連絡を受け、

除染室における応急処置対応等の訓練を実施 

① 総務課長 

② 総務グループ員、 

放射線管理グループ員および 

核物質防護グループ員 

良 

【良好事例】 

搬送先病院等で発生する汚染物は発

電所で引き取り処分する必要がある

が、これまで物量の想定ができていな

かった。今回の訓練で実際に発生した

量を確認し、ある程度物量の想定が可

能となったため今後の実対応に生か

すことができる。 

来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

 

２．モニタリング訓練（訓練実施日：２０２４年６月２８日 参加人数：３名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

可搬型モニタリングポストを用いた空気吸収線量率

の測定訓練を実施 

① 放射線管理課長 

② 放射線管理グループ員 
良 

【改善点】 

モニタリングポスト No.６の周辺環

境が変化しており、手引きに参考とし

て記載されている代替測定場所で伝

送ができなかったことから、代替測定

に適切な場所を改めて選定し、手引き

に反映する。 

来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

〈添付資料〉 



 

要素訓練の概要 
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３．その他必要と認められる訓練 

（１）電源機能等喪失時対応訓練（訓練実施日：適宜反復訓練を実施（当該期間内で計１５回実施）、参加人数：延べ８３名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

緊急時の電源確保に係る訓練 ① 電気課長および原子炉課長 

② 電気グループ員、 

原子炉グループ員および 

計測制御グループ員 

良 特になし。 
来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

非常用ディーゼル発電機運転のための燃料抽出、

輸送、補給の手順の実動訓練や机上訓練等を実施 

緊急時の使用済燃料プールの冷却確保に係る 

訓練 

① タービン課長および原子燃料課長 

② タービングループ員、 

保全計画グループ員、 

原子燃料グループ員、 

輸送・固体廃棄物管理グループ員 

および検査グループ員 

 

良 特になし。 
来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

代替注水車等による使用済燃料プールへの注水

の実動訓練を実施 

シビアアクシデント対策に係る訓練 

① 放射線管理課長、土木課長および  

建築課長 

② 放射線管理グループ員、 

土木グループ員および 

建築グループ員 

良 

【改善点】 

事務新館屋上ＤＧの遠方起動訓練に

おいて、屋上発電機遠方操作監視盤

「１号遠方」が消えており、ＤＧが

直接起動状態になっていたことか

ら、訓練手順を改正する。 

来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

可搬型モニタリングポストを用いた空気吸収線

量率の測定訓練を実施（「２．モニタリング訓練」

再掲） 

全交流電源喪失時における可搬型設備の通行障

害の排除等を模擬したホイールローダ等の実動

訓練を実施 

緊急対策室電源喪失時における事務新館屋上 

ディーゼル発電機による給電操作の実動訓練を

実施 

 

 

 



 

要素訓練の概要 
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（２）緊急事態支援組織対応訓練（訓練実施日：２０２５年３月５～６日、参加人数：３名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

美浜原子力緊急事態支援センターより派遣された

講師から指導を受け、現場偵察ロボットの障害物

回避操作、掴み取り操作等を実施 

① 防災課長 

② 放射線管理グループ員、 

原子炉グループ員および 

工程管理グループ員 

良 特になし。 
来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

（３）緊急時対応訓練（訓練実施日：２０２４年１０月１０日、参加人数：１１名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

地盤隆起発生時の海水取水訓練として４ｍの地盤

隆起が発生したことを想定し、通常の取水箇所とは

異なる代替取水箇所での海水取水訓練を実施 

① 防災課長 

② 防災グループ員および 

タービングループ員 

良 

【改善点】 

・岸壁での作業を実施する際に、各

車両に親綱を１本ずつ張り墜落制

止用器具を装着していたが、墜落

制止用器具のワイヤーとホース等

が干渉し作業性が悪かった。 

・親綱１本に対して墜落制止用器具

１個よりも多く付けることはでき

ないため、作業者１名にしか安全

対策を取ることができていない。

よって、２名以上の作業者が岸壁

付近での作業が必要になった場合

には、適切な安全対策を取ること

ができないおそれがあった。 

・強風であったことから指示が聞こ

えにくい状態であり、ファイリン

グしている手順書が飛ばされるお

それがあった。 

上記の反省事項を踏まえ、作業者全員

が岸壁付近で作業する場合でも作業

性・安全性を損なわない落下防止対策

および強風時の留意事項を整理し、手

順書に反映した。 

－ 



 

要素訓練の概要 
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【本店】 

１．災害対策支援拠点対応訓練（訓練実施日：２０２５年２月２１日 参加人数：２４名（他社２名を含む）） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②実施担当者） 
評価結果 当該期間中の良好事例および改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

災害対策支援拠点対応訓練 
① 原子力品質保証室 副室長 

② （本店） 

原子力品質保証室員、 

原子力運営グループ員、 

原子力技術グループ員、 

原子力設備グループ員、 

放射線管理グループ員および 

原子力防災・防護グループ員 

（女川原子力発電所） 

 防災グループ員、 

放射線管理グループ員、 

保全計画グループ員、 

電気グループ員、 

発電管理グループ員および 

地域総合事務所員 

 

良 

【改善点】 

強風により、スクリーニング用テント

や各種表示等について、風で煽られめ

くれる場面があったため、各資機材の

固定方法を検討する。 

来年度も訓練を継続

し、習熟を図る。 

放射性物質の放出後を想定し、本店から女川 

地域総合事務所跡地へ移動し、スクリーニング

活動、除染活動について、防護服を着用した 

状態での訓練を実施 

事業者間協力協定対応訓練 

事業者間協力協定に基づき、他事業者と当社本店

間で、初動対応および支援要請等の内容の確認を

実施 

要員の派遣を受け女川地域総合事務所跡地にて

スクリーニング活動を実施 

 


